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要旨 

 

2010 年 11 月 29 日～12 月 10 日の予定で、メキシコのカンクンで気候変動枠組条約第 16

回締約国会議（COP16）、京都議定書第 6 回締約国会議（CMP6）が開催された。前回のコ

ペンハーゲンで開催された COP15/CMP5 ではコペンハーゲン合意に関して全会一致での

合意を得ることができず留意というあいまいな形で終わったことにより、COP 自体の信頼

を大きく損なう結果となった。しかし、COP16 では全会一致によるカンクン合意が採択さ

れ、その中には、第一約束期間と第二約束期間の間に空白期間を求めないとの決定もなさ

れており、COP17 で次期枠組みに関して具体的な検討が行われる可能性が高い。COP16

では我が国政府は京都議定書の単純延長の反対に終始したが、COP17 に向けて具体的代替

案を示す必要性が高まっている。 

 本研究では、日本と韓国、中国、インドが共同で削減を行うアジア大での低炭素市場を

創設することにより、我が国の経済と温室効果ガス削減の両立が可能かに関して定量的な

検討を行った。 

 

 

キーワード：炭素市場、リンク、排出量取引 
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1 序 

 

 京都議定書の第一約束期間（2008~2012）以降の温室効果ガス削減の国際的枠組みに関

して検討が進んでいる。2009 年にコペンハーゲンで開催された気候変動枠組条約第 15 回

締約国会議（COP15）では、全会一致での合意に至らなかったがために、COP を中心とし

たトップダウンでの枠組構築は困難との見方が広まった。本報告では、日本と韓国、中国、

インドと低炭素市場をリンクすることによる、経済と環境の両立の可能性に関して詳細な

検討を行う。 

 

 本報告の構成は以下の通りである。 

 

 第二章では、2010 年にカンクンで開催された気候変動枠組条約第 16 回締約国会議

（COP16）の分析を行い、今後の議論の方向性を明らかとする。 

 第三章では、本研究で用いたシミュレーション手法に関して解説を行う。 

第四章では、アジア大での低炭素市場の有効性を経済及び環境の両面より詳細な検討を

加える。 

 第五章で、本報告の結論を述べる。 

 

2 COP16 で何が話されたのか？ 

 

2010 年 11 月 29 日～12 月 10 日の予定1で、メキシコのカンクンで気候変動枠組条約第

16 回締約国会議（COP16）、京都議定書第 6 回締約国会議（CMP6）が開催された。前回

のコペンハーゲンで開催されたCOP15/CMP5 ではコペンハーゲン合意に関して全会一致

での合意を得ることができず留意というあいまいな形で終わったことにより、COP自体の

信頼を大きく損なう結果となった。そのため、今回のCOP16/CMP6 に対しての人々の期待

は非常に低いものであり、米国民主党政権の中間選挙での敗退により米国国内での気候変

動包括法案成立に黄色信号が伴ったことも人々の関心の低さに拍車をかける結果となった。 

 図表 1 は、我が国新聞の紙面上での COP の掲載回数を時系列的に示したものであるが、

COP15 と比較すると COP16 に関する報道は大幅に減少したことからも、世間の関心の低

さが想像できる。また、我が国の新聞報道では、日本が京都議定書の延長に反対を行い、

日本の主張に対して世界が譲歩したとの趣旨の報道が多く、実際の会議での議論に関して

突っ込んだ議論を行った記事は非常に少ない。では、本当に、COP16 では全く何も議論さ

れなかったのであろうか？世界では、COP16 は大きな成果としてとらえられており、

COP17 に向けて具体的な道筋を示したというのが、専門家の共通認識と言ってよい。本報

                                                  
1 実際には、12 月 12 日の午前 3 時に終了。 
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告では、COP16 で何が決まったのか、COP17 に向けて何が議論されるのかに関して、解

説を行う。 

 

図表 1 新聞掲載回数 

COP10 COP11 COP12 COP13 COP14 COP15 COP16 

38 16 13 178 94 588 87

（注）朝日、毎日、読売、産経、日経掲載回数 

 

2.1 カンクン合意とは？ 

 

 COP16 の成果として、カンクン合意が作成された。カンクン合意と一般的に言われるが、

コペンハーゲン合意が“留意”であり正式な文書で無いのに対して、カンクン合意はCOP

で全会一致で採択されたものであることに注意が必要である。カンクン合意で記述されて

いることは、今後のCOPにおいても参照されることになり、議論の根拠となるものである。

カンクン合意は、一つの文書ではなく複数の文書で形成2される。特に以下の二つの文書が

重要である。一つは、Outcome of the work of the Ad Hoc Working Group on long-term 

Cooperative Action under the Convention (CMP6)3であり、もう一つはOutcome of the 

work of the Ad Hoc Working Group on Further Commitments for Annex I Parties under 

the Kyoto Protocol at its fifteenth session (CP16)4である。以下、この二つの文書を読み解

いていく。 

 

2.2 低くなる先進国と途上国の垣根 

 

 COP16 の最大の成果は、温室効果ガス削減に関して先進国と途上国の垣根が大幅に低く

なった点であり、「先進国＝削減義務、途上国＝削減義務なし」という京都議定書の“共通

だが差異のある責任の原則”の解釈とは大きく異なるものである（ハーバード大学の

Starvins教授は、付属書国の最も低い一人当たりGDPである国より一人当たりGDPの高い

非付属書国が 50 カ国以上存在すると指摘する5）。 

 京都議定書が発効した 2005 年 2 月 16 日以降、2013 年以降の次期枠組みの検討が始まっ

たが、その検討は二つのトラック（Two Trucks）での検討と言われ、京都議定書を批准し

た先進国で構成されるAWG-KP (Ad Hoc Working Group on Further Commitment for 

Annex I Parties under the Kyoto Protocol) と全ての締約国が参加するAWG-LCA (Ad Hoc 

                                                  
2 http://unfccc.int/meetings/cop_16/items/5571.php 
3 http://unfccc.int/files/meetings/cop_16/application/pdf/cop16_lca.pdf 
4 http://unfccc.int/files/meetings/cop_16/application/pdf/cop16_kp.pdf 
5 http://belfercenter.ksg.harvard.edu/analysis/stavins/?p=876 
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Working Group on Long-term Cooperative Action under the Convention) において検討

が進められてきた。また、COP15 で留意するというコペンハーゲン合意に応じて、先進国

（16 国・地域）は削減目標、途上国（46 カ国）6は削減行動を事務局に提出しており、こ

れらの国で世界の排出の約 80％を占める。よって実際には、AWG-KP、AWG-LCA、コペ

ンハーゲン合意の三つのトラックが乱立しているのがCOP16 開催前の状態であり、このこ

とが次期枠組み成立を複雑なものにしていた。 

 しかし、合意文書の一つであるCMP6/497において、コペンハーゲン合意に応じて途上国

が事務局に提出したNAMA（Nationally Appropriate Mitigation Actions）に留意するとの

一文が記載されたことにより、コペンハーゲン合意がCOP17 に向けての議論のスタート地

点になったと言える8。AWG-KPとAWG-LCAの二つのトラックでの議論はCOP17 に向け

ても維持されるが、コペンハーゲン合意により二つのトラックは結ばれる結果となった。 

 

2.3 削減量の算定・報告・検証 

 

 COP15 以降も途上国は自国の削減量の算定・報告、検証（Measureable, Reportable and 

Verifiable (MRV)）に関して、国際的な検証を受け入れるのに強い抵抗を示してきたが、

COP16 開催直前に Ramesh インド環境大臣が MRV 提案を提出。会議中に、ブラジル、

南アフリカ、インド、中国（いわゆる BASIC）で MRV に関して共同記者会見を開くなど

国際的な MRV を行うことに大きく歩み寄る結果となった。これにより、途上国の排出量

削減の測定に関して透明性が確保できる見通しとなった。 

 

2.4 気温上昇は 2.0 度以下に抑制が共有ビジョンに 

 

 コペンハーゲン合意にも地球の平均気温上昇を 2℃以下に抑えるとの記述はあるが、今回

の全会一致で採択された文書の中でも同様の記述（CP16/4）があるため、国際的に産業革

命以前と比較して気温上昇を 2℃以下に抑えると言うことが COP での枠組み検討の前提条

件となった。 

 仮にコペンハーゲン合意に基づいて各国が提出した削減目標・行動を行ったとしても、

気温上昇を 2℃以下に抑えることは不可能であり、Climate Action Tracker9は 3.2 度の気温

上昇になると予測している。このギャップはギガトンギャップと言われている。このギガ

トンギャップを埋めるには、各国の削減目標・行動の引き上げ、京都議定書の対象となっ

ていない国際海運・空運からの排出（約 10 億トン）、途上国における森林減少・劣化防止

                                                  
6 2011 年 1 月 17 日現在 
7 CMP6 の段落 49 を示す。以下も同様。 
8 先進国に関しては CMP6/3 に同様の記述がある。 
9 http://www.climateactiontracker.org/ 
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による温室効果ガス排出の削減などの対応が必要であるが、COP16 ではほとんど議論が進

展せず、議論はCOP17 へ持ち越しとなった。 

 

2.5 グリーン気候基金（Green Climate Fund） 

 

 コペンハーゲン合意において、先進国は途上国に対して 300 億ドル（2010～2012 年）、

1,000 億ドル/年（2020 年）の資金の提供を行うこととなったが、COP16 においても、そ

れぞれ CP16/95、CP16/98 に記述があるように資金提供を行うこととなった。実際に、ど

ういった資金が対象となるのか、資金源、資金の使途・管理に関しては COP17 へ持ち越す

結果となった。しかし、基金の運用は世界銀行が行い、資金の設計は先進国（15 人）と途

上国（25 人）の 40 人の委員で構成される委員会で検討が行われることなった。 

 

2.6 コペンハーゲンでは出来ないことが、なぜカンクンで出来たのか？ 

 

 ここでは、カンクンの成功を運営の面より解説を行う。多くの識者がカンクンでの成功

の原因に関して意見を述べている10。一般的にCOPの議長はホスト国の環境大臣が担うが、

今回のカンクンのCOP16 では、メキシコのエスピノーザ外務大臣が務めた。コペンハーゲ

ンでは密室での文書作成という不透明な手続きが途上国の不信感を買う結果になったのを

教訓に、エスピノーザ外務大臣は透明性を強調した。また、採択の最後の段階で反対を示

したボリビアに対しても、「ボリビアの主張はしっかり記録に残す。しかし世界がこれだけ

努力をし、まとめたものを拒否することは許さない。採択する」ときっぱり言い切って、

小槌をおろすなど（小西、2011）、その外交手腕は高い評価を受けた。 

 また、今回の COP のみならず、メキシコは先進国と途上国の中間的存在ともいえ、双方

の言い分を理解できた点も大きい。次回のホスト国は BASIC の一国である南アフリカであ

り、また第一約束期間と第二約束期間の間に空白期間を求めない（CMP6/1）との決定もな

されており、COP17 で次期枠組みは決定するものと思われる。COP16 では我が国政府は

京都議定書の単純延長の反対に終始したが、COP17 に向けて具体的代替案を示す必要性が

高まっている。 

 

3 研究手法 

 

本研究では、温暖化関連研究において広く使われている一般均衡モデルである GTAP-E

をベースに分析モデルの開発を行った。今回用いる一般均衡モデルの解説は、伴、濱崎、

岡川（2004）に詳しい。 

                                                  
10 例えば、”Why did Cancun work where Copenhagen failed?”, Climate Progress, 
http://climateprogress.org/2010/12/17/cancun-copenhagen-global-warming-pact/ 

6 
 

http://climateprogress.org/2010/12/17/cancun-copenhagen-global-warming-pact/


簡単にではあるが、以下モデル内における排出クレジットの扱いに関して説明を行う。

図表 3 は、GTAP-E モデル内での価格連関を示している。価格には、市場価格とエージェ

ント価格があり、両価格は税によって結ばれる。 

 

図表 3 GTAP―E 内での価格連関 

 
 

 式で表すと以下のようになる。 

 

ririri TOPMPS ,,,         （1） 

rjirjirji TFPMPF ,,,,,,         （2） 

ririri TPPMPP ,,,         （3） 

ririri TGPMPG ,,,         （4） 

riPS , ：地域 r における財 i の供給価格 

rjiPF ,, ：地域 r における j 産業が購入する財 i の価格 

riPP , ：地域 r における財 i の家計購入価格 

riPG , ：地域 r における財 i の政府購入価格 

riPM , ：地域 r における財 i の市場価格 
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riTO , ：地域rにおける財iへの税力11 

rjiTF ,, ：地域 r における j 産業が購入する財 i への税力 

riTP , ：地域 r における財 i の家計購入への税力 

riTG , ：地域 r における財 i の政府購入への税力 

 

 式（1）～式（4）を変化率で示すと以下のようになる。小文字は変化率を示している。 

 

ririri topmps ,,,         (5) 

rjirjirji tfpmpf ,,,,,,         (6) 

ririri tppmpp ,,,         (7) 

ririri tgpmpg ,,,         (8) 

 

 GTAP-E 内では、企業、家計、政府が市場からエネルギーを購入する際に、排出クレジ

ットを保有（つまりクレジット価格を負担）しなければならないとしている。負担する費

用は、購入するエネルギーの炭素含有量に比例する。よって、モデル内では、以下の式の

ようにクレジット価格負担を盛り込む。 

 

rirji ACTAXtf ,,,         (9) 

riri ACTAXtp ,,         (10) 

riri ACATXtg ,,         (11) 

CTAX  ：排出クレジット価格（US＄/トン・炭素） 

riA ,  ：地域rにおけるエネルギーiの平均炭素含有量（トン・炭素/US$12） 

                                                  
11 税力（power of tax）は、税率に 1 を加えたものである。 
12 エネルギー市場価格 1US＄当たりに含まれる炭素含有量。物量ベースのエネルギーデー
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ただし、二酸化炭素排出の対象となる購入エネルギーは、原油（OIL）、石油製品(P_C)、

ガス(GAS)、石炭(COL)であり、電力(ELY)は対象とならない。発電に起因する二酸化炭素

排出による費用は発電部門(ELY)で費用負担を行う。ただし、GTAP-E 内では、生産投入財

の価格変化はそのまま生産財価格へ転嫁されるため、電力使用に関しては間接的ではある

が、費用負担が生じる。また、原油産業(OIL)での原油(OIL)購入、石油製品部門(P_C)での

石油製品(P_C)、原油（OIL）の購入、ガス部門(GAS)でのガス(GAS)購入、石炭部門(COL)

での石炭(COL)購入は、二酸化炭素排出量算出におけるダブルカウントを避けるために費用

負担の対象外としている。 

 

 また、本研究では、発電部門においてボトムアップ要素を導入13し、電源種別毎のエネル

ギー効率の変更を可能なものとする（図表 4）。 

 

図表 4 トップダウン型と技術バンドル型生産構造比較 

 

一般的トップダウン型生産構造     技術バンドル型生産構造 

 

 

 本研究では、2001～2020 年を対象にシミュレーションを実施する。しかし、最新の世界

データベースは GTAP データベース第 6 版であり、その基準年は 2001 年である。多くの

研究においては、静学モデルを使用し、今後も 2001 年のバランスが維持されると仮定しシ

ミュレーションを実施する。しかし、2020 年と 2001 年では、その経済構造は大きく変化

していると思われ、また中国、インドといった急速な経済成長を遂げている途上国の温室

                                                                                                                                                  
タは、IEA「エネルギーバランス表」等を用いて価格データに変換されている。 
13 一般的には、これを技術バンドルアプローチ呼び、トップダウンモデルの利点である、

経済マクロ評価を維持しつつ、ボトムアップの利点である詳細な技術の評価を可能とする。 
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効果ガス排出への影響を考慮することが出来ない。そこで本研究では、静学一般均衡モデ

ルの動学化を行い、2020 年までの世界の姿を推計した。2020 年までの推計には、IMF の

World Economic Outlook Database (October 2010)の GDP 及び人口データを利用する。原

子力発電所による発電は、現状の発電量で推移すると仮定する。 

 本研究では、図表 5 に示す国・地域区分及び産業区分に基づき分析を行う。基にしたデ

ータベースは、GTAP データベース（第 7 版）である。 

 

図表 5 国・地域及び産業区分 

国・地域 部門 

中国 農業 

インド 石炭 

インドネシア 石油 

日本 ガス 

韓国 石油・石炭製品 

米国 電力 

カナダ 非鉄金属 

ブラジル 鉱物製品 

EU27 鉄鋼 

ロシア 紙・パルプ・出版 

オーストラリア 化学・ゴム・プラスティック 

その他附属書国 その他製造業 

その他 運輸 

 サービス 

 

 

4 アジア大での炭素市場構築の有効性 

 

4.1 京都議定書単純延長の問題点 

 

 COP16 において日本政府は終始一貫して、京都議定書の単純延長を否定し続けたが、こ

こでは、京都議定書の単純延長に関して、経済及び環境の両面より検討を行う。 

 

 評価の前提として、京都議定書を批准した附属書国がコペンハーゲン合意に応じて国連

事務局に提出を行った削減目標（図表 6）を達成するものと仮定する。ここでは、削減目標

は各国が個別に削減を行うものとし、京都メカニズムは考慮しないものとする。 
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図表 6 附属書国削減目標（2020 年） 

国・地域 削減率 基準年 

日本 -25% 1990 年比 

カナダ -17% 2005 年比 

EU27 -30% 1990 年比 

ロシア -25% 1990 年比 

豪州 -5% 2000 年比 

 

 図表 7 は、2020 年の各国・地域の限界削減費用及び GDP 変化を示している。日本の限

界削減費用が最も高く、766.1 ドル/トン・炭素（2020 年）である。二番目に高い EU27 （566.1

ドル/トン・炭素（2020 年））と比較しても、日本での削減の困難さが理解できる。GDP へ

の影響であるが、日本の GDP は 1.8%低下（2020 年）する。削減を行う国では削減費用負

担による影響で GDP は低下するが、削減を行わない国では GDP が上昇する。 

 炭素削減の効率性を示す指数である炭素リーケージ率14は、36.8%（2020 年）であり、

削減を行った国の削減量の三分の一以上の排出量が削減義務を持たない国で増加している

と言え、世界全体の排出を考えた場合、その効率は非常に低いと言える。 

 

図表 7 限界削減費用及び GDP 変化（2020 年） 

国・地域 限界削減費用（US$/トン・炭素） GDP 変化（％） 

中国 0.0 0.0  

インド 0.0 0.2  

インドネシア 0.0 0.1  

日本 766.1 -1.8  

韓国 0.0 0.2  

米国 0.0 0.1  

カナダ 238.6 -1.7  

ブラジル 0.0 0.3  

EU27 566.1 -2.1  

ロシア 141.7 -2.4  

豪州 262.5 -0.9  

（注）ベースラインからのかい離を示す。 

（出典）筆者算出 

 

 図表 8 は、世界の排出量の変化を示している。京都議定書の単純延長は、2020 年時点で

                                                  
14 温室効果ガス削減義務を持つ国・地域の削減量で、削減義務を持たない国で増加した排

出量を除したもの。炭素リーケージ率が高い場合、効率性の低い枠組みと言える。 
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BAU と比較すると 5.3%の削減を果たす。550ppm、450ppm 安定化のシナリオには BAU 比

でそれぞれ 42.0%、47.6%の削減が必要である。このことより、京都議定書は地球規模での

温室効果ガス削減という環境側面より評価した場合、その効果は限定的と言える。 

 

図表 8 世界排出量の推移 

（100 万トン・炭素） 

 

（注）450：450ppm 安定化シナリオ、550：550ppm 安定化シナリオ、京都延長：京都議

定書単純延長シナリオ、BAU：Business-as-Usual 

den Elze, Michel and Niklas Hohne (2008), “Reductions of Greenhouse Gas Emissions in 

Annex I and non-Annex I Countries for Meeting Concentration Stabilisation Target”, 

Climatic Change (2008) 91: 249-274 

（出典）筆者算出 

 

 京都議定書では「共通だが差異のある原則」を、先進国に削減義務を課す一方、途上国

には削減義務を課さないことにより実現したが、今後世界の排出量増加の大部分が途上国

からの排出増であることからも、途上国を含まない枠組みは環境・経済の両面より問題が

あると言わざるを得ない。 

 

4.2 リンクは有効なアイデアか？ 

  

 温室効果ガス削減のための枠組みを考える上で、できるだけ多くの国・地域が温室効果
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ガス削減を考える上で重要である(Aldy and Stavins 2007b)。Yasumoto and Nishimura 

（2009）は、世界排出量取引（Upstream Global Emission Trading Scheme (UGETS)）

を提案している。Hamasaki(2010）でも、世界排出量取引の有効性には定量的に証明され

ている。しかし、世界排出量取引設立にはまだ時間を要するであろう。ここでは、国間の

リンクによる有効性を検討する。 

 

 ここでは、4 つのシナリオを検討する。シナリオ 1 は、コペンハーゲン合意に応じて各国・

地域が削減目標に個別に達成する。シナリオ 2 は、日韓でリンクを実施する。シナリオ 3

は、日韓中でリンクを実施する。シナリオ 4 は、日韓中印でリンクを行う。リンクを行っ

た場合、リンクを行った国全体で温室効果ガスの削減目標を達成され、リンクを行った国

間で限界削減費用は等しくなる。そのため、実際の各国の排出量は必ずしも、各国の削減

目標・削減行動と一致するわけではない。削減費用の高い国は削減費用の低い国から排出

権を購入することになる。ちなみに、リンクをしない国・地域は、個別に削減を実施する

と仮定する。 

 まずは、各国が個別に削減を行うシナリオ 1 に関して検討を加えていく。図表 9 は、各

国・地域の限界削減費用を示している。ブラジルの限界削減費用が一番高いが、図表 10 の

示す通りブラジルの排出量の多くは土地利用変化及び森林（Land-use Change and 

Forestry）であり、60.9％は土地利用変化及び森林からの排出（2005 年）である。多くの

削減は、土地利用変化及び森林からの排出によって行われると思われるため、今回のシミ

ュレーションではエネルギー起源の二酸化炭素のみを考慮している。よって、ブラジルの

限界削減費用は過剰な見積もりになっていると言えよう。 

 日本の限界削減費用であるが、2020 年時点で 1,184 ドル/トン・炭素であり、ブラジルを

除くと最も高い。そのため、2020 年時点の日本の限界削減費用は、リンクを拡大すること

により、1,184 ドル/トン・炭素（シナリオ 1）⇒1,011 ドル/トン・炭素（シナリオ 2：日韓）

⇒75 ドル/トン・炭素（シナリオ 3：日韓中）⇒60 ドル/トン・炭素（シナリオ 4：日韓中印）

と下がっていく。 
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図表 9 限界削減費用（2020 年） 

（US$/トン・炭素） 

 Scenario 1 

日 

Scenario 2 

日韓 

Scenario 3 

日韓中 

Scenario 4 

日韓中印 

中国 61 61 75  60 

インド 0 0 0  60 

インドネシア 287 287 277  280 

日本 1,184 1,011 75  60 

韓国 712 1,011 75  60 

米国 373 373 362  364 

カナダ 380 380 374  374 

ブラジル 1,256 1,256 1,244  1,250 

EU27 917 918 891  897 

ロシア 138 138 133  134 

豪州 439 439 436  437 

（出典）筆者算出 

 

図表 10 排出源別排出量の推移（ブラジル） 

（Gg CO2） 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

Waste Land Use Change and Forestry
Agriculture Industrial Process
Energy

 

（出典）UNFCCC GHG Database 

 

 図表 11 は GDP への影響を示している。リンク先が拡大することにより我が国への GDP
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は、ベースラインに対して、-2.80%（シナリオ 1）⇒-2.36%（シナリオ 2：日韓）⇒0.09%

（シナリオ 3：日韓中）⇒0.12%（シナリオ 4：日韓中印）と下がっていく。 

 

図表 11 GDP 変化（2020 年） 

（％） 

 Scenario 1 

日 

Scenario 2 

日韓 

Scenario 3 

日韓中 

Scenario 4 

日韓中印 

中国 -1.45  -1.46 -1.98 -1.46 

インド 0.53  0.53 0.53 -0.36 

インドネシア -2.18  -2.19 -2.18 -2.19 

日本 -2.80  -2.36 0.09 0.12 

韓国 -2.80  -4.33 0.21 0.26 

米国 -1.78  -1.78 -1.77 -1.78 

カナダ -1.92  -1.93 -1.96 -1.97 

ブラジル -5.11  -5.11 -5.15 -5.16 

EU27 -3.50  -3.51 -3.60 -3.63 

ロシア -4.14  -4.15 -4.04 -4.10 

豪州 -2.18  -2.19 -2.25 -2.26 

その他附属書

国 

1.33  1.33 1.31 1.30 

その他 1.01  1.01 0.91 0.91 

（注）ベースラインからのかい離 

（出典）筆者算出 

 

 図表 12 は、各国・地域の 2020 年時点の排出量（2004 年比）を示している。既に述べた

とおり、日本は限界削減費用が高いため、リンクを拡大することにより、リンク先からの

削減の購入が拡大する。そのため、リンク拡大により、日本の排出量は 2020 年に 2004 年

比で-36%（シナリオ 1）⇒-31%（シナリオ 2：日韓）⇒18 % （シナリオ 3：日韓中）⇒20%

（シナリオ 4：日韓中印） と増加する。 

 我が国経済への影響の側面から見ると、リンクを拡大することにより我が国の限界削減

費用は大幅に低下する。リンク先からの排出権購入により支払いが生じるが、大幅な限界

費用の低下によって GDP も改善する。 

 ただし、リンクを行うことにより排出権価格の低い国は、限界削減費用が高くなり、排

出権売却による収入があるとはいえ、経済への影響が強まる可能性もある。例えば、中国

はシナリオ 2 では GDP への影響は-1.46%（BAU 比、2020 年）であるのに対し、リンクに

参加したシナリオ 3 では GDP への影響は-1.98%（BAU 比、2020 年）と悪化する。本研究

15 
 



では、排出権売却収入は経済へ一様に還流すると仮定しているため、排出権売却収入を低

炭素技術の研究開発費に用いるなど低炭素対策に用いた場合、経済へ正の影響を与える可

能性もある。また、リンクによる付随的効果として、大気汚染の改善、化石燃料依存の低

下、国内低炭素技術市場の刺激なども期待できる（Westskog, 2002）。 

 今回の検討では、完全な市場の統合（フルリンク）を仮定したが、現実には各国の事情

を考慮した部分的なリンクもありうる。そのためには、今後リンク先の詳細な便益と損失

を検討する必要がある。 

 

図表 12 排出量変化（2020 年） 

（％） 

 Scenario 1 

日 

Scenario 2 

日韓 

Scenario 3 

日韓中 

Scenario 4 

日韓中印 

中国 154 154 136 154 

インド 101 101 101 77 

インドネシア 65 65 65 65 

日本 -36 -31 18 20 

韓国 8 -5 55 57 

米国 -19 -19 -19 -19 

カナダ -16 -16 -16 -16 

ブラジル -9 -9 -9 -9 

EU27 -29 -29 -29 -29 

ロシア 12 12 12 12 

豪州 -24 -24 -24 -24 

その他附属書国 55 55 53 54 

その他 118 118 117 117 

（注）2004 年排出量比 

（出典）筆者算出 

 

5 おわりに 

 

 COP15 の失敗により次期枠組み成立に関して悲観的な見方が広がったが、COP16 での

議論の進展により COP17 で一応の方向性がみられる期待が高まっている。本研究では、コ

ペンハーゲン合意に基づいて各国が国連事務局に提出した削減目標及び削減行動をベース

に、日本と韓国、中国、インドと低炭素市場をリンクすることによる可能性を定量的に検

討した。その結果、そもそも既に大幅な省エネが進んでいるがために限界削減費用の高い

我が国にとって、特に中国、インドといった低い費用で大幅な削減余地のある国とのリン
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クは大幅な限界削減費用の低下と GDP の改善が達成できる。実際にリンクを行うには、数

多くの障壁が存在するが、各国の政策目標を鑑み、可能なリンクのあり方に関して付帯的

検討が必要となると思われる。それにより、温暖化対策と経済の両立が可能となる。 
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